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令和８年度第１回定例松本市教育委員会付議案件 

 

［議案］ 

第１号  松本市教育長の職務に専念する義務の免除について 

第２号  令和８年度教育委員会各課重点目標について 

第３号  松本市部活動地域展開推進計画の改訂について【非公開】 

第４号  松本市社会教育委員の委嘱について【非公開】 

第５号  松本市教育文化センター運営委員会委員の委嘱について【非公開】 

 

［報告］ 

第１号  松本市教育委員会事務点検評価委員の委嘱について 

第２号  松本市教育文化センター専門委員会委員の委嘱について 

第３号  第４次松本市教育振興基本計画策定委員の委嘱について 

第４号  松本市立特別支援学校設立準備委員会委員の委嘱について 

第５号  令和８年度の学級編制等について 

第６号  蔵書点検に伴う特別整理期間の設定について 

 

［その他］ 

 

 



 

 

 

 

 

議案第 １ 号 

 

松本市教育長の職務に専念する義務の免除について 

 

１ 趣旨 

  松本市教育長の職務に専念する義務の特例に関する条例第２条及び松本市

教育長の職務に専念する義務の特例に関する規則第２条に基づき、あらかじ

め教育委員会の承認を得る必要があるため、教育長の職務に専念する義務の

免除について協議するものです。 

 

２ 条例第２条第１号及び第２号関係 

 ⑴ 第２号に該当するもの 

   人間ドック 

 

３ 規則第２条関係 

 ⑴ 第 1 号に該当するもの 

松本市・山形村・朝日村中学校組合教育委員会 教育長 

⑵ 第３号に該当するもの 

Ｍウイング管理組合 副理事長 

⑶ 第４号に該当するもの 

ア 松本地区保護司候補者検討協議会 委員 

イ 信州大学教育学部教員養成連携協議会（教育課程連携協議会） 委員 

ウ 松商学園高等学校スーパーサイエンスハイスクール運営指導委員会 

委員 

エ 国立大学法人信州大学戦略企画会議附属学校将来構想戦略部会 委員 

オ 松本大学教員養成連携協議会 委員 

 

４ 根拠法令 

  別紙のとおり 

 

 

教 育 委 員 会 資 料 

８．４．２３ 

教 育 政 策 課 

担当 教育政策課 

課長 小西 えみ 

電話 ３３-３９８０ 
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○松本市教育委員会教育長の職務に専念する義務の特例に関する条例 

平成２７年３月１３日 

条例第７号 

（目的） 

第１条 この条例は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２

号）第１１条第５項の規定に基づき、松本市教育委員会教育長（以下「教育長」という。）

の職務に専念する義務の特例に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

（職務に専念する義務の免除） 

第２条 教育長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、あらかじめ教育委員会の承認を

得てその職務に専念する義務を免除されることができる。 

（１） 研修を受ける場合 

（２） 厚生に関する計画の実施に参加する場合 

（３） 前２号に規定する場合を除くほか、教育委員会規則で定める場合 

（委任） 

第３条 この条例に定めるもののほか、教育長の職務に専念する義務の特例に関し必要な事

項は、教育委員会が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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○松本市教育委員会教育長の職務に専念する義務の特例に関する規則 

令和４年４月２８日 

教育委員会規則第９号 

（目的） 

第１条 この規則は、松本市教育委員会教育長の職務に専念する義務の特例に関する条例

（平成２７年条例第７号）第２条第３号の規定に基づき、職務に専念する義務の特例に関

し必要な事項を定めることを目的とする。 

（職務に専念する義務を免除される場合） 

第２条 教育長があらかじめ教育委員会の承認を得て、職務に専念する義務を免除される場

合は、次に掲げる場合とする。 

（１） 教育長が職務に関連のある国又は他の地方公共団体の公務員としての職を兼ね、

その職に属する事務を行う場合 

（２） 教育長が国又は他の地方公共団体において規則又は規程に基づいて設置された委

員会、審議会等の構成員としての職務遂行のため当該委員会、審議会等の業務に従事す

る場合 

（３） 教育長が市の行政の運営上その地位を兼ねることが特に必要と認められる団体等

の役職員の地位を兼ね、その地位に属する事務を行う場合 

（４） 教育長が国、他の地方公共団体又は市の業務と関連を有する団体の事業又は事務

に従事する場合 

（５） 教育長が市又は市の機関以外のものの主催する講演会等において、市政又は学術

等に関し講演等を行う場合 

（６） その他特別の理由がある場合 

附 則 

この規則は、令和４年４月２８日から施行する。 

 



担当 教育政策課 

課長 小西 えみ 

電話 ３３－３９８０ 

 

 

 

議案第 ２ 号 

 

令和８年度教育委員会各課重点目標について 

 

１ 趣旨 

  令和８年度における教育委員会各課重点目標について協議するものです。 

 

２ 令和８年度教育委員会各課重点目標 

別冊のとおり 

 

３ 今後の予定 

 ⑴ 重点目標を中心に各課で事務事業を実施し、令和９年３月の定例教育委員会で報

告します。 

 ⑵ 令和９年度初旬に松本市教育委員会事務点検評価委員からの外部評価を受け、第

３次教育振興基本計画の進捗管理と併せて「教育に関する事務の管理及び執行の状

況の点検及び評価報告書」を作成します。 

 ⑶ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条の規定に基づき、令和９年市

議会９月定例会に報告書を提出します。 

  

 

 

 

 

 

 

 

教育委員会資料 

８．４．２３ 

教 育 政 策 課 



 

 

別冊 

 

令和８年度 

教育委員会各課重点目標 

 
 

 

 

Ⅰ 教育政策課・・・・・・・・・・・  １ 

Ⅱ 学校教育課・・・・・・・・・・・  ５ 

Ⅲ 学校給食課・・・・・・・・・・・  ８ 

Ⅳ 生涯学習課・中央公民館・・・・・ １１ 

Ⅴ 中央図書館・・・・・・・・・・・ １４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

松本市教育委員会 
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令和８年度事務事業の概要 
課名：教育政策課 
 

１ 事務事業の概要 

教育行政の総合的な企画・調整を行い、第３次教育振興基本計画の施策の方向性に沿った事業

を部局横断的に関係各課と連携を図りながら進めます。多様な教育的ニーズに応えるべく、社会

の変化に対応したこれからの教育のあり方を見定め、「子どもが主人公 学都松本のシンカ」の実

現につなげます。また、庁内関係課との連携のみならず、市民と協働しながら事業を実施し、そ

の成果を広く発信していきます。 

２ 令和８年度における重点目標 

⑴ 新たな学びの仕組みづくり （継続） 

【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

２－１ 学童期の遊びと学びの充実 

２－３ 教職員研修の充実と働き方改革の推進 

２－４ 多様な遊びと学びの機会の保障 

３－３ 特別支援教育の充実 

 

ア 内容 

全ての子どもが自分らしく成長できる「みんなの未来の学校」の実現に向けたシステ

ム改革や授業改善に挑戦する学校の主体的な取組みを支援し、実践のプロセス及び成果

を共有することで全ての学校における「子どもが主人公」の学びの充実を図ります。 

 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) 「リーディングスクール Matsumoto サポート事業」 

ａ 「みんなの未来の学校」づくりに挑戦する全ての学校に研究費用助成を行い、

学びの改革の推進を支援します。うち８校（中山小、開明小、並柳小、岡田小、

旭町小、梓川小、旭町中、菅野中）をリーディングスクールとして指定し、４校

に非常勤講師配置、全校に一層手厚い研究費用助成を実施しつつ一体的に支援

し、学びの改革の取組みの広がりを図ります。 

ｂ 県が指定する学びの改革リーディング校（丸ノ内中、波田小、波田中）及び

TOCO-TON 実践校（安曇小中・大野川小中・奈川小中、松島中）についても市のリ

ーディングスクールと一体的な支援を行います。 

ｃ 全国レベルで活躍する有識者４名をＬＳアドバイザーとして依頼、実践校及び

松本市小中学校全校への支援・助言を受けられる体制を継続します。 

ｄ みんミラ・ラボ、みんミラ・フェスを開催し、各学校の取組みの成果を松本市

の全ての学校で共有するとともに、学校を越えた学びのコミュニティ（小学校５

グループ、中学校３グループ）の形成を図ります。また、通信「学びの風だより」、

Ｗｅｂページでの情報発信により、実施状況の共有を図ります。 

ｅ 教育研修センターを中心にサポートチームを組織し、担当指導主事等が各校に

伴走的にかかわり、研究・学校づくり推進を継続支援します。 

(ｲ) 「山間地の新たな学びづくりプロジェクト」事業（県 TOCO-TON 事業参加） 

ａ 安曇小中、大野川小中、奈川小中の６校が連携し、児童生徒及び教職員が混ざ

り合いながら、主体的・協働的な学びに取組む学校づくりを支援します。 

ｂ 県派遣の指導主事と協働し、オンライン授業・共同授業（対面）・探究の学び

づくり・児童生徒主体の行事づくり・教職員研修等の学校の取組みに参画し、伴

走的な支援を継続します。 

⑵ 教職員研修の充実（継続） 

【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

２－１ 学童期の遊びと学びの充実 

２－３ 教職員研修の充実と働き方改革の推進 

２－４ 多様な遊びと学びの機会の保障 

３－３ 特別支援教育の充実 

 ア 内容 

令和４年度に策定した教職員研修計画に基づき構築した松本市独自の教職員研修を

実施するとともに、研修計画を見直し、研修の一層の充実を図ることを通して、教職

員の職能の向上を図り、「子どもが主人公の学び・学校づくり」の実現を支えます。 
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 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) 教育政策課内に設置した教育研修センターを中心に、令和４年度に策定した「松

本市教職員研修計画」に基づき、松本市の教職員を対象とした約８０講座の研修を

実施します。また、県教育委員会と連携し、県が実施する研修に松本市の教職員が

より多く参加できる体制を整備し、教職員の豊かな学びを支えます。 

(ｲ) 松本市の教育課題の検討や実施研修の効果検証を行いながら教職員研修の一層

の充実を目指して、基本方針、講座内容、人員体制、予算規模等を検討し、令和９

年度松本市教職員研修計画を策定します。 

(ｳ) 令和５年２月に策定した「松本市教職員研修計画」に基づき、研修の方法・頻度・

時間帯を工夫した教職員が参加しやすい効果的な研修を実施します。 

⑶ 人口定常化につなげる教育施策の推進（継続） 

【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

２－１ 学童期の遊びと学びの充実 

２－４ 多様な遊びと学びの機会の保障 

２－５ 子ども関係施設等の整備・充実 

８－２ 学校・家庭・地域の連携・協働の推進 

８－３ 地域づくりの推進 

 ア 内容 

  豊かな自然環境や少人数学級など各校の特徴を活かした魅力ある教育の展開によ

り、特色ある学びの環境を維持し、人口の定常化につなげます。 

 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) 安曇小中学校と中山小学校に導入した小規模特認校制度について、利用者数が増

加傾向にあるなかで、少人数の良さを維持できる持続可能な在り方を検討します。 

(ｲ) 松本デュアルスクールについて更なる周知を図り、特に奈川小中学校・大野川小

中学校への積極的な受け入れを継続します。また地域住民及び関係各課と連携し、

滞在期間中に松本市の魅力的な教育環境を体験してもらうことで、移住及び関係人

口増加に向けた取組みを進めます。 

⑷ 学びの機会の充実（継続） 

【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

１－３ 子どもの居場所づくりの推進 

２－１ 学童期の遊びと学びの充実 

２－４ 多様な遊びと学びの機会の保障 

３－１ 子どもの権利保障と環境づくりの推進 

８－１ 放課後の子どもの居場所づくりの推進 

８－２ 学校・家庭・地域の連携・協働の推進 

８－３ 地域づくりの推進 

 ア 内容 

地域の多様な人が関わり、学校や家庭以外の居場所で子どもに豊かな学びの機会を

提供する学都松本寺子屋事業により、子どもたちの学習習慣の定着や、基礎学力及び

自己肯定感の向上を図ります。 

 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) 各種ＳＮＳを活用して周知を図り、活動の場を市内全域に広げ、令和９年度３０

団体の実施を目指します。令和８年度は団体数の少ない地域を重点的に新規団体の

開設を進めます。（令和７年度実績１４団体） 

(ｲ) 子どもたちの学びをバックアップする学習支援者（寺子屋先生・寺子屋サポー 

ター）リストの今後の在り方について、市が直営で運営し、支援者を活用する仕組

みを研究します。 

(ｳ) 近隣に事業の実施場所がない、集団での学習環境が苦手な子どもなどを対象とし

た非対面での学習支援事業の実施に向けて、オンラインでの学習支援の手法、交付

金の取扱いについて検討します。 

⑸ 部活動の地域展開事業（継続） 

【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

２－１ 学童期の遊びと学びの充実 

２－３ 教職員研修の充実と働き方改革の推進 

７－３ スポーツ団体･リーダー育成の推進 

８－２ 学校･家庭･地域の連携･協働の推進 

９－３ 表現･学習･交流･鑑賞の場づくりの推進 
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 ア 内容 

令和８年度は、受け皿となる団体の掘り起こしを一層進めるとともに、生徒が「や

ってみたい！」と思える活動を身近な場所に創設するため、各担当者が現場に積極的

に足を運び、関係者と連携しながら環境整備を進め、部局横断的な取組みのもとで円

滑な事業推進と進捗管理を行い、年度末までの平日の部活動の地域展開の実現を目指

します。 

 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) 各学校の実情を把握するため、総括コーディネーター（令和８年度から１名増員）

及び各担当者が現地に赴き、ヒアリングを実施します。また、その中で顕在化し

た課題については一つ一つ丁寧に対応しながら、子どもたちや地域クラブにとっ

てより良い環境の構築を目指します。 

(ｲ) 平日の部活動が段階的に縮小していく中において、当事者である子どもたちが不

安や迷いを感じることなく円滑に地域クラブ等へ移行できるよう、各学校単位（ま

たはエリア）で適切な時期に地域クラブ相談会等を実施します。 

(ｳ) 子どもたちに多様な選択肢を示すため、ポータルサイトの充実を図るとともに、

パンフレットや紹介動画の作成など、地域クラブの周知方法について創意工夫を

行います。また、昨年度に引き続き、体験型イベント「まつチャレフェスタ！」

を開催します。 

(ｴ) 持続可能な地域クラブ運営を支援するため、運営ハンドブックの整備や育成支援

講座の実施等を通じて、健全な地域クラブ運営を推進します。 

⑹ 教育文化センターの再整備 （継続） 

【第３次計画で主に関連する分野・方針】 
２－１ 学童期の遊びと学びの充実 

２－４ 多様な遊びと学びの機会の保証 

２－５ 子ども関係施設等の整備・充実 

４－１ 社会教育活動の充実 

４－５ 社会教育関係施設等の整備・充実 

 

ア 内容 

経年劣化の著しい教育文化センターを、空調設備を中心とした改修工事を実施すると

ともに、子どもと、大人、教職員が共に育つ人材育成の拠点「（仮称）学都ラボ」とし

て更新します。 

 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) 情報創造館への移設及び教育文化センター内の廃棄物処分等の改修工事の準備を

進め、令和８年１０月までに本体工事を着工します。 

(ｲ) 「（仮称）学都ラボ」の目指す学びを実現するため、ＩＣＴ関係機器（ＭＡＸ    

ＨＵＢ、３Ｄプリンター等）の配置や、居室内のレイアウト等の検討を継続します。 

(ｳ) 科学展示室の展示品の内容を精査し、時代に左右されない普遍性と、最先端の知

見を柔軟に取り入れられる更新性を兼ね備えた展示構成を検討します。 

(ｴ) 工事期間中の事業の在り方、リニューアルオープン後の運営について、運営委員

会や利用者の意見を聞きながら、具体的な講座の構築計画等の検討を進めます。 

⑺ 第４次松本市教育振興基本計画策定事業(新規) 【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

 ア 内容 

令和４年に策定した「第３次松本市教育振興基本計画」が、令和８年度で計画年度

の最終年度を迎えることから、現行の計画を見直し、第４次松本市教育振興基本計画

の策定を進めます。 

 イ 具体的な進め方等 

多様な意見を反映させるため、様々な分野の有識者及び実践者で組織する策定委員

会、関係部局で組織する庁内調整会議において協議を重ね、計画を策定します。 
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⑻ 情報発信力の強化（新規） 

【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

２－１ 学童期の遊びと学びの充実 

２－３ 教職員研修の充実と働き方改革の推進 

７－３ スポーツ団体･リーダー育成の推進 

８－２ 学校･家庭･地域の連携･協働の推進 

９－３ 表現･学習･交流･鑑賞の場づくりの推進 

 ア 内容 

  「みんなの未来の学校」の実現に向け、市民が教育行政の取組みに関心を持ち、理

解を深めてもらえるよう情報をわかりやすく発信し、情報発信力の強化を図ります。 

 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) みんミラフォーラムを定期的に開催し、多様な関係者が一堂に会し、実現したい

未来の学校を語り合う場を提供します。 

(ｲ) 令和７年度に新たに開設した松本市教育員会公式ｎｏｔｅについて、各取組みの

積極的な情報発信を各課及び学校に促します。 

(ｳ) ホームページのコンテンツ内容の更新を行うとともに、求められる情報が分かり

やすく、検索しやすいようカテゴリーを整理し、サイト構造を見直します。 
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令和８年度事務事業の概要 
課名：学校教育課 
 

１ 事務事業の概要 

「子どもが主人公 学都松本のシンカ」に向けて、本年度も学校、教職員、児童生徒への支援

に取り組みます。 

学習における日常的なＩＣＴ活用に加え、いじめ防止対策や不登校・ひきこもりの児童生徒対

策のほか校務を加えた情報化の検討を進めるとともに、老朽化した学校施設の長寿命化や改築事

業を計画的に推進し、設備の改修や校用・教材備品の購入などを通じて、学校環境の充実を図り

ます。 

また、令和９年４月の「寿台支援学校源池分教室」開設に向け準備を進めるとともに、設置準

備室を中心に関係者と連携して、市立特別支援学校の開校準備を推進します。 

部活動については、令和８年度末の平日展開完了に向けて、関係部局と連携しながら地域クラ

ブ活動への展開を着実に進めます。併せて、教職員の業務量管理・健康確保に向けた働き方改革

を推進し、教職員が子どもと向き合う時間の確保に努めます。 

各事業の推進にあたっては、関係部局等との連携のもとで取り組みます。 

２ 令和８年度における重点目標 

⑴ いじめ防止対策、不登校・引きこもり児童生徒へ

の支援の促進（継続） 

【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

１－１ 子育て支援の充実 

１－３ 子どもの居場所づくりの推進 

２－１ 学童期の遊びと学びの充実 

２－４ 多様な遊びと学びの機会の保障 

３－１ 子どもの権利保障と環境づくりの推進 

 

ア 内容 

いじめや体罰のない学校づくりを推進し、子どもたちはもちろん、子どもたちを取

り巻く大人の人権感覚の醸成を図ります。また、不登校、引きこもり等の児童生徒へ

の支援体制の強化を進めます。 

 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) 子どもが日々の心の様子をタブレットにより報告するアプリケーションを活用

し、教員が子どものＳＯＳを受け取る仕組みの検証を進めます。 

(イ) 各学校の学校いじめ防止基本方針によるいじめの未然防止及び早期発見、早期対

応を徹底します。 

(ｳ) 令和８年４月より学校問題解決支援コーディネーターを配置し、学校だけでは解

決困難な事案の相談や迅速かつ適切な対応により、事案の重大化を防止します。 

(ｴ) 不登校支援関係者懇談会を開催し、関係機関との連携強化を進めます。加えて、

（仮称）不登校説明相談会等の実施により、保護者同士のネットワークの構築を目

指します。 

(ｵ) 学校以外につながりのない不登校の児童生徒に教育支援センター及びオンライ

ン教育支援センターの活用を促し、居場所づくりに努めます。 

(ｶ) 「アウトリーチ支援（訪問支援）」の方策について検討を進めます。 

(ｷ) スクリーニング会議の充実による早期支援体制の構築を進めます。 

(ｸ) フリースクールの利用料を補助する制度について、より一層の周知を図ります。 

⑵ 特別支援教育推進事業（インクルーシブ教育推 

進事業）（継続） 

【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

１－１ 子育て支援の充実 

２－４ 多様な遊びと学びの機会の保障 

３－３ 特別支援教育の充実 

 ア 内容 

インクルーシブ教育システムの構築を推進するため、松本市インクルーシブセン 

ターを中心に、多職種との効果的な連携を図り、特別支援学校から小中学校特別支援

学級へ、特別支援学級から通常学級へと適切な学びの場の見直しを推進します。 

また、市立特別支援学校設置に向け関係者と準備を進め、保護者等への積極的な情

報発信を行います。 
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 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) 学びの実態把握のため指導主事の授業参観及び指導支援会議を実施します。 

(ｲ) 市内全校の特別支援教育コーディネーターと指導主事との懇談を実施します。 

(ｳ) こども発達支援課との連携を密にし、インクルーシブセンターに配置されたイ

ンクルーシブ教育推進員の効果的、効率的な動きをサポートするとともに、教育

機関との連携に関しては積極的に関与します。 

(ｴ) 市立特別支援学校設立に関して、現場レベルでの検討を進めるとともに、市立

特別支援学校設立準備委員会で制度的な課題等の整理を行います。また、令和  

１１年度開校に向け、源池小での校舎設計・整備の着実な進捗を図ります。 

   合わせて、令和９年４月の寿台支援学校源池分教室の開設準備を県等と連携し

て進め、準備状況について保護者等へ積極的な情報発信を行います。 

⑶ 部活動の地域クラブ活動への地域展開（継続） 

【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

１－３ 子どもの居場所づくりの推進 

２－１ 学童期の遊びと学びの充実 

２－３ 教職員研修の充実と働き方改革の推進 

７－３ スポーツ団体、リーダー育成の推進 

８－２ 学校・家庭・地域の連携・協働の推進 

９－３ 表現・学習・交流・鑑賞の場づくりの推進 

 ア 内容 

  関係部局と連携し、部活動の地域展開について、令和７年度末までの休日展開完了

に続き、令和８年度末までの平日展開完了に向けて、学校部活動が担ってきた教育的

意義を継承・発展させつつ、学校も含めた地域全体で関係者が連携して支える環境作

りを行います。 

 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) 地域展開に伴う部活動指導員の任用について､展開の状況を見て検討していき

ます。 

(ｲ) 学校施設の「学校開放」（地域利用）に伴う教職員の負担を軽減するため、施設

のスマートロックの導入により、鍵の受け渡し業務を削減し、教職員の時間的余

裕を創出するとともに、地域クラブが利用しやすい環境の整備に取り組みます。 

(ｳ) 生徒の移動の便宜や用具の保管等の観点から、学校の施設や備品等の使用につ

いて課題の洗い出し、環境整備及び展開完了後の取扱いについて検討を進めます。 

⑷ 学校教育情報化推進事業（継続） 

【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

２－１ 学童期の遊びと学びの充実 

２－３ 教職員研修の充実と働き方改革の推進 

２－４ 多様な遊びと学びの機会の保障 

８－２ 学校・家庭・地域の連携・協働の推進 

 ア 内容 

学習用の児童生徒や教職員の一人一台端末及びクラウドサービス基盤に係る安定

的な運用とＩＣＴ活用能力の向上に引き続き取り組むとともに、今後の人的支援  

（ＩＣＴ支援員の配置等）の在り方や校務の更なる情報化に関する検討を進めます。 

 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) 令和７年度に県市町村の共同調達で更新実施した児童生徒や職員の一人一台端

末（Ｃｈｒｏｍｅｂｏｏｋ約１７，９００台※）を踏まえた学習活用の推進を図り

ます。（※予備機の台数は除く） 

(ｲ) 校務負担の軽減に向けた取組みの一つとして、デジタル採点システム（中学校

１６校（※安曇、大野川、奈川を除く））の活用を進めます。 

(ｳ) グローバルな見方や他人の考え方を知り、中学生自身の能動的な探究の学びの

育成と一定レベルの質の高い学びを保障するＩＣＴシステム「Ｉｎｓｐｉｒｅ  

Ｈｉｇｈ」を本格導入し、主に総合学習や道徳等で活用を図ります。 

(ｴ) 人的支援（ＩＣＴ支援員の配置）に関し、３年間の契約終了（令和９年７月ま

で）を見据えた今後の在り方や配置の検討を行います。 
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(ｵ) 校務の情報化に関する維持管理とともに、校務支援システムの再構築（令和８

年度から県市町村で検討開始予定）等、教育の更なる情報化に向けた取組みを進

めます。 

(ｶ) 地方自治法の改正により令和８年４月１日から施行した「松本市教育委員会情

報セキュリティ対策基本要綱」に基づき、「情報セキュリティポリシー（基本方針

と対策基準を定めたもの）」の策定に向けた取組みを進めます。 

⑸ 小中学校施設整備事業（継続） 

【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

１－１ 子育て支援の充実 

１－２ 乳幼児期の遊びと学びの充実 

１－３ 子どもの居場所づくりの推進 

２－５ 子ども関係施設等の整備・充実 

８－１ 放課後の子どもの居場所づくりの推進 

 ア 内容 

 (ｱ) 教育環境の改善を図る長寿命化改良事業、改築事業、学校照明整備事業、屋内

運動場空調設備設置事業など計画的に進めます。 

(ｲ) 学校施設個別施設計画や実施計画に基づき、児童生徒の減少を見据えた学校施

設の在り方を周辺施設との複合化・多機能化も視野に入れ、中長期的な公共施設

の在り方について部局横断で検討を進めます。 

 イ 具体的な進め方等 

 (ｱ) 施設整備 

  ａ 長寿命化改良事業では、波田小・高綱中で第２期工事を完了させます。波田小

で第３期実施設計を完了させ、源池小で特別支援学校の増築工事に合わせて１期

工事の実施設計を完了させます。 

  ｂ 改築事業では、令和７年度に完了した丸ノ内中学校の基本計画・基本設計を基

に実施設計を行います。 

  ｃ 学校照明整備事業では、小学校８校及び大野川小中学校で校舎の照明のＬＥＤ

化を行います。 

  ｄ 屋内運動場空調設備設置事業では、夏季の熱中症対策として梓川小学校を除く

すべての小中学校の体育館と柔剣道場に気化熱送風機を設置します。 

  ｅ 乗鞍保育園と大野川小中学校の複合化について、担当部局と連携し進めていき

ます。 

(ｲ) 部局横断の庁内検討委員会で各部局所管施設の詳細な現状把握と分析（学区別、

地区別将来推計、開発動向、ハザード情報、施設間距離、劣化状況、施設運営・

更新コスト）を行い、周辺施設との複合化・多機能化を視野に入れ、学校施設個

別施設計画や実施計画の見直しを行います。 

⑹ 学校における働き方改革（継続） 
【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

２－３ 教職員研修の充実と働き方改革の推進 

 

 

ア 内容 

教職員の業務量管理・健康確保に向けた働き方改革を推進し、教職員が子どもと向

き合う時間の確保に努めます。 

 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) 令和７年度末に策定した「松本市立学校の教育職員に関する業務量管理・健康確

保措置実施計画」をもとに、校長会、教頭会と連携しながら、教職員の働き方につい

て具体的な方策について研究を進め、市内小中学校へ周知します。 

(ｲ) 山間小規模校を中心に県費で配置できない教員業務支援員を市費で配置し、引き

続き教職員の業務軽減を図ります。 

(ｳ) 県教育委員会と連携した働き方改革推進事業に基づき、指導主事が各校を訪問し、

実情に応じた働き方に係る研修講座を実施します。 

(ｴ) 引き続き、部活動指導員を配置するとともに、部活動の地域クラブ活動への展開

や学校施設の貸出しに伴うスマートロックの導入により、教職員の負担軽減に努めま

す。 
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令和８年度事務事業の概要 
課名：学校給食課 
 

１ 事務事業の概要 

学校給食法に基づき、地産地消や季節を大切にした食材の使用を進め、より安全で安心な給食

の提供を目指すとともに、健康な体をつくるために大切な「食」について考える機会を設ける等、

正しい食習慣が身につくように給食を通した食育に取り組みます。また、老朽化した施設・設備

の改修が早期に行えるよう、再整備事業を計画的に進めます。 

２ 令和８年度における重点目標 

⑴ 学校給食センターの再整備事業（継続） 
【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

６－１ 学校給食の充実 

６－２ 食育の推進 

 

ア 内容 

  四賀学校給食センターを除く既存４センターの老朽化解消を図るため、令和６年度

に策定した「松本市学校給食センター再整備基本計画」に基づき、２センターの新築

及び１センターの大規模改修を行い、３センター体制へ再編します。各センターは、

処理能力６，０００食の高機能な中規模施設として整備します。 

(ｱ) （仮称）松本市第一学校給食センターを梓川梓に新築（竣工予定：令和９年度） 

(ｲ) （仮称）松本市第二学校給食センターを笹賀に新築（竣工予定：令和１１年度） 

(ｳ) 東部学校給食センターの大規模改修（竣工予定：令和１３年度） 

(ｴ) 既存センターは段階的に解体（波田・梓川は(ｱ)後、西部は(ｳ)後）  

イ 具体的な進め方等 

(ｱ) （仮称）松本市第一学校給食センター 

令和８年度に新築工事を発注し、令和９年１２月の竣工、令和１０年４月の給

食提供開始を目指します。 

(ｲ) （仮称）松本市第二学校給食センター 

令和８年度から令和９年度にかけて新築工事の設計を行い、令和１０年度の着

工、令和１１年度の竣工、令和１２年度２学期の給食提供開始を目指します。 

(ｳ) 東部学校給食センター 

令和１３年度２学期の給食提供再開を目指し、大規模改修の設計及び工事に向

けた計画を進めます。 

(ｴ) 既存センター 

波田センター及び梓川センターは令和１１年度、西部センターは令和１５年度

の解体工事に向けた計画を進めます。 

⑵ 食育の推進（継続） 
【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

６－１ 学校給食の充実 

６－２ 食育の推進 

 

ア 内容 

「食に関する指導の全体計画」に基づき、食育に取り組みます。学校給食を楽しく

安心して食事ができる時間にするとともに、食の学習の場としても活用し、健やかな

心と体を育みます。また、給食の時間や活動を通して、協調性や社交性を養います。

あわせて、松本の郷土食や地域食材への理解を深める学びを推進します。 

 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) 児童生徒の望ましい食習慣の形成に向けた取組みとして、栄養教諭による小学４

年生への朝食に関する授業や、中学１年生への適正摂取量に関する授業を全校で実

施します。 

(ｲ) 給食時に栄養教諭・学校栄養職員や調理員等が訪問し、コミュニケーションを大

切にした対面での食育指導に取り組みます。 

(ｳ) 東部及び西部給食センターの食育活動の充実に向け、管轄校ごとに食育指導等を

担当する栄養教諭等を定める担当校制を導入し、学校との連携強化を図ります。 
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 (ｴ) 「主食・主菜・副菜・汁物」を基本としたバランスのよい献立の提供や、「松本

の日」※１、「環境にやさしい給食の日」※２を実施し、献立の充実を図ります。ま

た、給食の提供にあわせて、地域食材や郷土食についての動画を活用した食に関す

る指導を行います。 

(ｵ) 保護者の給食への理解や食の大切さを学ぶ機会として、毎月の食育だよりの発行

や親子見学会、給食試食会等を実施します。 

※１「松本の日」：旬のものが市場に多く出回る６月から２月に月１回松本地域の地場産物や郷土食を取

り入れ、児童生徒に紹介するための献立を提供する日 

※２「環境にやさしい給食の日」：全センターで減農薬米を主食とし、有機農法に準じて作付けした農産

物や無農薬・低農薬の地元農作物を取り入れた献立を提供する日（７月、１１月に実施予定） 

⑶ 地産地消の推進（継続） 
【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

６－１ 学校給食の充実 

６－２ 食育の推進 

 ア 内容 

地産地消を推進し、地場産品の活用を図ります。給食を通じて、児童生徒の地域の

食材や食文化への理解を深める取組みを進めるとともに、安全・安心な食材の使用に

取り組みます。 

 イ 具体的な進め方等 

これまでの取組により、主要野菜１５品目の県産使用割合は直近で３９．７％とな

り、第３次松本市教育振興基本計画における成果目標（３０％）を上回りました。こ

のため、令和８年度においては、現行水準（約４０％）の維持を目標とします。 

一方、松本地域産食材の使用割合は２０％程度にとどまっていることから、今後は

その向上を重点課題とし、関係機関と連携しながら、その割合の着実な引上げに取り

組みます。 

(ｱ) 地産地消率の向上に向け、関係課や取扱業者と連携し、松本地域産食材の安定

的な納入に取り組むとともに、取扱業者とのコミュニケーションを図りながら、

地場産物の活用拡大を推進します。また、「松本の日」を継続して実施し、地場産

物の活用機会の充実を図ります。 

(ｲ) 環境に配慮した給食の提供に向け、「環境にやさしい給食の日」を実施します。

あわせて、ゼロカーボン市民アクションプラン in まつもとの取組みについて、児

童生徒への理解を深める機会として活用します。また、有機肥料を使用して栽培

した松本市産米については、環境負荷の低減につながることから、ゼロカーボン

の取組みの一環として使用量の拡大を図り、給食での活用を進めます。 

⑷ 食物アレルギー対応食提供事業（継続） 
【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

６－１  学校給食の充実 

６－２  食育の推進 

 ア 内容 

「食物アレルギー対応マニュアル」及び「アレルギー対応食提供事業実施要綱」に

基づき、アレルギー対応食を提供します。また、対応食の適切な見直しにつなげるた

め、児童生徒及びその保護者に対し、正しい知識の普及に取り組みます。 

 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) より安全な対応食の提供に向け、対応食提供対象の全児童生徒に対して、年度

の早期に学級訪問を実施し、学校における誤食防止対策の徹底を図ります。 

(ｲ) 保護者との懇談会を引き続き実施し、食物アレルギーの適切な管理方法につい

て情報提供を行います。 

(ｳ) 給食施設における事故防止のため、献立作成から提供までの対応を各センター

のマニュアルに基づき実施します。また、献立作成システムについて引き続き研

究を進めます 

(ｴ) 給食センター再整備事業に基づき、東部学校給食センター及び西部学校給食セ

ンター管轄校において、令和８年度から小学校１年生に対するアレルギー対応食

の提供開始時期を７月から５月へ前倒しします。 
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⑸ 学校給食費滞納整理（継続） 
【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

６－１ 学校給食の充実 

６－２ 食育の推進 

 

ア 内容 

学校給食費の公会計化（令和２年度実施）により、市が収納業務を担っていること

から、学校給食費の滞納整理の強化に取り組みます。 

 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) 令和２年度及び令和３年度の滞納者に対し、特別催告を強化し、滞納通知の送

付、年２回の臨戸訪問（７月～８月、１１月～１２月）及び年３回の一斉催告を

実施します。 

(ｲ) 高額滞納者に対し、電話及び通知による催告や給食センターでの面談を実施し

ます。 

(ｳ) 保護者の利便性の向上及び新たな滞納を防ぐため、コンビニ納付や電子決済（ス

マートフォンアプリ、クレジットカード、インターネットバンキング）に対応し

た支払方法を引き続き活用し、収納を行います。 

(ｴ) 就学援助費からの直接収納や、児童手当からの直接収納（要承諾）に加え、過

年度滞納分に係る債務承認書への署名を促進します。 

(ｵ) これらの取組みにより、過年度滞納繰越分の収納率２０％以上を目標とします。 

滞納世帯数 ４３２世帯（見込） 

滞納繰越額 ２０，８００千円（見込額）（令和２年度～令和７年度） 
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令和８年度事務事業の概要 
課名：生涯学習課・中央公民館 
 

１ 事務事業の概要 

地域住民・民間組織・行政等の｢多様な主体｣が、お互いを尊重しながら学び合い、｢自分たちの

地域は自分たちで創る｣という自治意識を育んでいくため、地域課題を解決するための場づくりや

幅広い世代・立場の住民の主体的な地域参画、住民ニーズを反映した事業の推進などに取り組み

ます。 

２ 令和８年度における重点目標 

⑴ コミュニティ・スクール事業の質の向上（継続） 

【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

２－１ 学童期の遊びと学びの充実 

２－３ 教職員研修の充実と働き方改革の推進 

８－２ 学校・家庭・地域の連携・協働の推進 

 

ア 内容 

(ｱ) 地域住民･保護者･学校等が、子どもや地域に対する思い等を共有しながら学校運

営に積極的に参画し、地域全体で子どもたちの豊かな学びを支え、特色のある｢地

域とともにある学校づくり｣を推進します。 

(ｲ) 松本らしい公教育の充実に向け、多様な体験を通じた子どもの成長や、地域ネッ

トワークの広がりへつなげるため、国型制度のコミュニティ・スクール導入校の取

組みを横展開します。 

 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) 全地区におけるコミュニティ･スクール事業の充実を図るため、松本版コミュニ

ティ･スクール事業をコーディネートする地区公民館と中央公民館の連携･調整を

強化します。 

(ｲ) 国型制度の取組みを横展開するために「コミュニティ・スクールまつもと未来会

議」を組織し、関係者や各校で国型モデル校の成果検証や、学校の規模・学区の特

性などを考慮した効果的な導入方法を検討します。 

⑵ 子ども・若者に身近な公民館と地域のつながりを

推進（継続） 

【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

２－２ 青年期の遊びと学びの充実 

２－４ 多様な遊びと学びの機会の保障 

３－１ 子どもの権利保障と環境づくりの推進 

８－１ 放課後の子どもの居場所づくりの推進 

８－３ 地域づくりの推進 

 ア 内容  

(ｱ) 子ども･若者が、公民館をより身近に感じ、公民館や地域との顔の見える関係を

構築していくため、放課後や休日に自由に集える居場所づくりを進めます。 

(ｲ) 子ども・若者が地域とつながり、多様な人々との交流を通じて主体的に学んで

いくため、ニーズを反映したイベントや活動発表の場を、生み出します。 

 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) ４か所の公民館(中央･松南地区･梓川･四賀)で通年利用できる学習スペースを

開設するとともに、学校の長期休業に合わせて児童･生徒の居場所として公民館を

開放します。また、７か所の公民館(第三･白板･庄内･島内･芳川･寿・本郷)で、学

習に限定しないフリースペースを通年開設し、利用者の定着化や公民館職員等の

大人との｢緩やかな人間関係｣を構築します。 

(ｲ) 部活動の地域展開に伴い、放課後における中学生の居場所の一つとして、公民

館サークルや地域団体へ参加できるように支援します。 

(ｳ) 子どもや若者の｢学び･交流の場づくり｣へつなげるために、７月にМウイングで

開催する｢松本手まり時計まつり｣等の場を活用して、若者の音楽やダンスといっ

た主体的な活動を支援します。 
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⑶ 公民館活動への多様な住民参加（継続）                            

【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

２－４ 多様な遊びと学びの機会の保障 

４－１ 社会教育活動の充実 

８－３ 地域づくりの推進 

 ア 内容 

(ｱ) 様々な考えを持った多様な人や団体が、学びや地域づくりの場として公民館を

活用するために、義務感や負担感ではなく、やりがいや楽しみを感じながら事業

を進められるよう、公民館活動の内容や手法を見直します。 

(ｲ) 幅広い分野の市民の意見を公民館活動へ反映するために、松本市公民館運営審

議会での議論を進めます。 

 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) 地区イベント(運動会･文化祭･コンサート等)や学習講座の取組みに、若者･女

性･子育て世代･移住者等の幅広い住民参加を図るため、住民と地区公民館等が、

本来の目的を踏まえながらニーズを捉えた事業の見直し･企画を進めます。 

(ｲ) 松本市公民館が、令和９年４月に公民館発足８０年を迎えることを踏まえ、｢だ

れもがつながり合う地域の学習拠点としての公民館｣をテーマに、多様な住民が公

民館を拠点に学び合い、つながり合うために求められる役割や機能について、意

見・提言書としてまとめます。 

⑷ 重要文化財旧松本高等学校保存整備事業（新規） 
【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

４－５ 社会教育関係施設等の整備・充実 

９－２ 文化遺産の保存と活用 

 ア 内容 

学都松本の象徴の一つである重要文化財旧松本高等学校を、あがたの森文化会館と

いう市民の生涯学習の場として活用していくため、文化財としての適切な保存と快適

な学習環境が両立できるよう整備します。 

 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) 令和７年度に見直しを行った重要文化財旧松本高等学校本館及び講堂保存活用

計画を文化庁・長野県と共有し、保存整備事業を進めます。 

(ｲ) 緊急性が高いと文化庁から指導を受けている、建物に近いヒマラヤスギ等の危

険木の伐採について、文化庁・長野県と協議し早急に実施します。実施にあたっ

ては、市民の皆さまに丁寧に説明し、理解を得ながら進めていきます。 

(ｳ) 酷暑により熱中症等の危険があるため、利用者の安全を確保するよう冷房設備

を導入するとともに、ＦＦ式暖房設備の電気化を合わせて計画します。 

(ｴ) 雨樋・排水の改修、消防設備の更新といったその他の整備事業についても、関

係課と協議しながら、優先順位を付けて計画な実施を目指します。 

⑸ 池上百竹亭の在り方検討（継続） 
【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

４－５ 社会教育関係施設等の整備・充実 

 ア 内容 

日本の伝統を伝える和室や茶室を有し、松本城近傍の立地条件から観光施設として

の需要も見込まれる池上百竹亭について、観光施設等の生涯学習施設以外の用途での

活用を検討します。 

 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) 令和６年度に利用団体から、現状の施設状況を大きく変えることなく、引き続

き継続的に施設利用を行いたい旨の要望がありました。 

   それを受けて令和７年度に利用団体と協議し、利用を増やすため月例による定

期的な利用が行われています。 

(ｲ) 国内外からの観光客など、より幅広い人々に池上氏の功績や和文化を感じても

らうため、令和７年度に観光サイドからの申し入れにより、茶道体験や書道体験

といった主に日本の伝統文化に係る企画について、旅行会社で商品開発及び販売

を行ってもらいましたが、実績はありませんでした。 

(ｳ) 上記の実績を踏まえ、将来的な施設の在り方について、施設利用団体や関係課

と協議しながら、令和９年度末を目途に、方向性を打ち出していきます。 
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(ｴ) 令和８年度は、生涯学習施設として継続していく必要性や、生涯学習施設にこ

だわらない活用方法の可能性について、現行利用者のご意見をお聞きするととも

に、サウンディング調査などを視野に入れながら検討を進めます。 

   また、生涯学習施設以外の幅広い活用に向けた検討を進めるに当たり、引き続

き、暫定的に直営による施設管理を行います。 
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令和８年度事務事業の概要 
課名：中央図書館 
 

１ 事務事業の概要 

図書館は、市民にとって単に本を借りるという場所だけでなく、もっと知りたい、もっと深め

たいという興味・関心や好奇心を支え、多種多様な情報や学習機会を提供する生涯学習の拠点施

設です。 

社会の変化や市民ニーズを踏まえ、地域が抱える様々な課題の解決や暮らしに役立つ資料・情

報の収集に努めるとともに、新しいつながりや交流の拠点となるべく、図書館自らが積極的に情

報発信、提供を行い、市民の生涯を通じた学びを支える地域の情報拠点として、松本市図書館の

基本理念「出会う つながる ガク都の広場」の実現を目指します。 

２ 令和８年度における重点目標 

⑴ 松本市図書館未来プランに基づく事業の推進

（継続） 

【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

４－２ リカレント教育の充実 

４－３ 地域の情報拠点としての図書館機能の充実 

４－５ 社会教育関係施設等の整備・充実 

９－１ 文化芸術・歴史の魅力の発信 

 

ア 内容 

令和４年１０月に策定した「松本市図書館未来プラン」に位置付けられた「施策の

柱」及び「具体的な取組み」に沿って事業を推進し、基本理念「出会う つながる   

ガク都の広場」を具現化するための取組みを推進します。 

 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) 人と情報、情報と情報、人と人をつなぐ企画として、地域で活躍する方を講師

として迎える「中央図書館トークライブ ライブラリレーまつもと」を月１回程度

継続するとともに、市民の暮らしに根差した情報を提供する「暮らしに役立つ図

書館講座」を開催し、様々な課題の解決につなげます。 

(ｲ) 博物館・美術館・文書館とのＭＬＡ連携※１による事業を実施するとともに、松

本まるごと学都構想の視点から、公民館・文化財課・文化施設と連携を図ります。 

(ｳ) ビジネス支援サービスを広く周知するため、仕事や企業・創業・経営などに必

要な資料を集めたビジネス支援関連コーナーを設置し、定期的にホームページで

発信するほか、サザンガクへの各種データベースの周知パネルの設置を継続実施

します。また、関連資料を積極的に収集し、提供していきます。継続的に職員を

派遣しているビジネス・ライブラリアン講習会を松本に招致するとともに職員を

派遣します。 

(ｴ) 松本城三の丸エリアビジョンに基づき、中央図書館が含まれる旧開智学校界隈

の地域の方や書店と連携し、将来像を共有した取組みを進めていきます。 

(ｵ) 若者世代への広報を強化するため、ＳＮＳを活用した情報発信を進めます。 

(ｶ) 村井駅・四賀公民館図書室のサービスポイント※２について利用状況の課題検証

を行い、改善点の検討を行います。 

(ｷ) 毎月第４金曜日の全館休館日を利用し、職員研修を実施します。また、図書館

に関する講演会・研修会に職員を積極的に派遣し、職員の資質・能力の向上を図

ります。 

(ｸ) 松本市の図書館サービスの向上のため、昨年度に引き続き外部アドバイザーか

らの助言を得て、書店連携、学校連携、展示方法などの図書館サービスの向上を

図ります。 

(ｹ) 庁内関係課で中心市街地への図書館設置について検討します。 

※１ 博物館（Museum）、図書館（Library）、文書館（Archives）の間で行われる種々の連携や協力活動 

※２ サービスポイント：蔵書管理はなく、主に図書館の予約資料の受渡しと本の返却に特化した場 
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⑵ 中央図書館の大規模改修（継続） 
【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

４－３ 地域の情報拠点としての図書館機能の充実 

４－５ 社会教育関係施設等の整備・充実 

 ア 内容 

中央図書館は平成３年の開館から３４年経過し、施設の老朽化や電気・機械設備等

の不具合が課題となっています。多くの市民が利用する図書館の快適な環境整備のた

め、施設の維持管理に必要な機能回復を目的とした大規模改修を進めます。 

 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) 令和７年度基本設計に基づき、実施設計を策定します。 

(ｲ) 開架資料の移転先候補地を確定させ、移転スケジュール案の策定及び令和９年度に

実施する移転業務委託の仕様書作成等、発注準備を進めます。 

(ｳ) 事務室移転先の候補地を確定させ、移転スケジュール案の策定及び移転先での提供

サービスの内容を検討します。 

(ｴ) 外部アドバイザーの助言を得ながら、改修工事期間中における図書館サービスの継

続方法を引続き検討し素案を策定します。 

⑶ ＩＣＴの利活用（継続） 

【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

４－１ 社会教育活動の充実 

４－３ 地域の情報拠点としての図書館機能の充実 

４－５ 社会教育関係施設等の整備・充実 

 ア 内容 

ＩＣＴを活用し、時間や空間の制約を受けず、誰でも気軽に情報にアクセスできる

図書館サービスの充実を図ります。また、市民の情報拠点として迅速かつ正確で多種

多様な情報を提供できる環境を整備に努めます。 

 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) 令和７年度、資料にＩＣタグを貼付し、令和８年３月からセルフ貸出機、自動

返却機、予約棚等のＩＣＴ機器の供用を開始しました。利用状況に合わせた利活

用の方法を検討、検証します。 

(ｲ) 令和４年度から参画している電子書籍提供サービス「市町村と県による協働電

子図書館（愛称・デジとしょ信州）」を継続して市民に周知・提供するとともに、

市内の学校への周知・連携を進めます。 

(ｳ) オンラインデータベースの効果検証と、利用促進に向けた広報に努めます。 

(ｴ) 上記サービスに加え、図書館公式ＬＩＮＥからの各種通知により、広報の強化を

図ります。また、現在約５，０００人の友達登録者数を増加させるため、普及啓発に

努めます。 

⑷ 子どもの読書活動の推進（継続） 

【第３次計画で主に関連する分野・方針】 

１－２ 乳幼児期の遊びと学びの充実 

２－１ 学童期の遊びと学びの充実 

４－１ 社会教育活動の充実 

４－３ 地域の情報拠点としての図書館機能の充実 

４－５ 社会教育関係施設等の整備・充実 

 ア 内容 

子どもが読書に親しめる環境づくり、子どもの読書活動の普及・啓発及び子どもと

本をつなぐ人材の育成、家庭・地域・団体・学校・施設等の連携体制づくりを推進し

ます。 

 イ 具体的な進め方等 

(ｱ) 子どもが読書の楽しさや興味関心を高める取組みとして、保健センターと連携

し、乳幼児健診時に読み聞かせしながら親子に本を届けるブックスタート、セカ

ンドブック事業、小学校と連携し、小学校 1 年生の各学級に学級文庫として本を

設置するサードブック事業※１を行うとともに、こどもプラザや児童館・児童セン

ターでの出張おはなし会、学校司書との合同研修会など、関係機関と顔の見える

体制づくりを行います。 
(ｲ) 今年度は、令和９年度のブックスタート更新に伴う作業部会を開催します。また、

５月中に更新後のサードブック及びリストを市内小学校に設置します。併せて小学校

への読書活動の啓発に力を入れていきます。 
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 (ｳ) 子ども読書活動スキルアップ講座を引き続き開催するとともに、読み聞かせボラ

ンティア養成講座を開催し、読書活動に意欲的にかかわる人材（読み聞かせボラン

ティア、読書推進サポーター）を養成し、図書館、地域等での活躍の機会を増やし

ていきます。 
(ｴ) 令和７年度新たに始めた「お楽しみ絵本便」※２を引き続き出前講座として実施しま

す。 

(ｵ) 学都松本子ども読書活動推進委員会での意見をもとに、継続して第２次計画の未実

施事業の検討を行うなど、今後も子どもの読書活動を推進します。 

※１ サードブック事業 小学校 1 年生の各学級に学級文庫を設置するもの。 

※２ お楽しみ絵本便  季節やイベントに合わせた絵本セットを作成し、保育園・幼稚園などへ届けたり読み聞か

せを行うもの。 

 

 



 

 

 

報告第 １ 号 

 

松本市教育委員会事務点検評価委員の委嘱について 

 

１ 趣旨 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条の規定に基づき、教育委員会の

権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価（以下「点検及び評価」とい

う。）を行うに当たり、松本市教育委員会事務点検評価委員会設置要綱第３条の規定に

より、松本市教育委員会事務点検評価委員を委嘱することについて報告するものです。 

 

２ 委員名簿 

 

３ 任期   委嘱の日から２年間 

 

４ 根拠法令（抜粋） 

  松本市教育委員会事務点検評価委員会設置要綱 

（組織） 

第３条 点検評価委員会は、委員３人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱する。 

   ⑴ 学識経験者 

   ⑵ 学校教育関係者 

 ⑶ 社会教育関係者 

   ⑷ その他教育委員会が適当と認める者 

教育委員会資料 

８．４．２３ 

教育政策課 

区分 氏名 備考 

学識経験者 荒井 英治郎 

松本市教育顧問 

信州大学教育基盤構築センター准教授 

第３次松本市教育振興基本計画策定委員長 

学校教育関係者 三輪 千子 前松本市立波田小学校長 

社会教育関係者 白木 好雄 
元松本前松本市町内公民館長会長 

前松本市社会教育委員会議長 



教育政策課  
課長 小西 えみ 
電話  ３３－３９８０ 

 

  （任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

教育委員会資料 

８ ． ４ ． ２３ 

教 育 政 策 課 

 

報告 第 ２ 号 

 

松本市教育文化センター専門委員の委嘱について 

 

１ 趣旨 

  松本市教育文化センター条例施行規則第７条の規定に基づき、教育文化センター専門

委員を委嘱することについて報告するものです。 

 

２ 委嘱者 

  名簿（案）のとおり 

 

３ 任期 

  令和８年５月１日から１年間 

 

４ 根拠規則（抜粋） 

松本市教育文化センター条例施行規則 

（専門委員会） 

  第７条 教育文化センターの事業の充実と円滑な運営をはかるため、教育文化センタ

ーに次に掲げる専門委員会(以下「委員会」という。)を置く。 

   ⑴ 視聴覚委員会 

   ⑵ 科学博物館委員会 

２ 委員会は、次の者をもって構成する。 

⑴ 小・中学校教職員 

⑵ 社会教育関係職員 

⑶ その他特に教育委員会において必要と認めた者 

３ 委員会の委員の定数は次に掲げるとおりとし、委員は教育委員会が委嘱する。 

⑴ 視聴覚委員会 １２人以内 

⑵ 科学博物館委員会 ３０人以内 

４ 委員の任期は１年とする。ただし、再任を妨げない。 

５ 委員会には必要に応じ部会を置くことができる。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 教育政策課     

課長 小西 えみ 

電話 ３３－３９８０ 



     
 

 

      

      

 令和８年度 教育文化センター専門委員名簿（案）  

      

 委員会 氏名 職名 所属  

 

科
学
博
物
館
委
員
会 

重盛 究 校長 会田中学校  

 斉藤 優一 教頭 旭町小学校  

 川澄 和俊 教諭 鎌田小学校  

 上條 俊文 教諭 開成中学校  

 

視
聴
覚
委
員
会 

石井 信好 教頭 山辺中学校  

 小林 昂大 教諭 寿小学校  

 北原 龍司 教諭 菅野中学校  

 



担当 教育政策課 

課長 小西 えみ 

電話 ３３－３９８０ 

 

 

 

報告第 ３ 号 

 

第４次松本市教育振興基本計画策定委員の委嘱について 

 

１ 趣旨 

第４次松本市教育振興基本計画の策定にあたり、松本市教育振興基本計画策定委員会

設置要綱に基づき、標記委員の委嘱について報告するものです。 

 

２ 委嘱者 

 ⑴ 委嘱者名簿（案）  別紙のとおり 

 ⑵ 委員総数      １４名 

 

３ 任期 

  委嘱の日（令和８年５月を予定）から基本計画が策定される日までの間 

 

４ 松本市教育振興基本計画策定委員会設置要綱（抜粋） 

（組織等） 

第３条 委員会は、委員１５人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱する。 

⑴ 学校教育関係者 

⑵ 社会教育関係者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から基本計画が策定される日までの間とする。 

 

 

 

 

 

 

教育委員会資料 

８．４．２３ 

教育政策課 



氏名 性別 所属等

1 荒井
ア ラ イ

　英治郎
エイジロウ

男
　国立大学法人信州大学
　教育基盤構築センター　准教授

2 宮内
ミヤウチ

　かつら 女 　長野県発達障がい情報・支援センター　副センター長

3 坂口
サカグチ

　俊樹
トシキ

男 　松本市校長会長

4 大久保
　オオクボ

　秀樹
ヒデキ

男 　松本市ＰＴＡ連合会

5 永塚
ナガツカ

　博
ヒロシ

男 　松本市子ども会育成連合会　会長

6 海野
ウ ン ノ

　暁
アケ

光
ミツ

男
　長野県保育連盟会長
　（認定こども園深志園長）

7 平林
ヒラバヤシ

　文
フミ

女
　NPO法人中信多文化共生ネットワーク（CTN)
　外国人支援コーディネーター

8 松島
マツシマ

　恒
ツネ

志
シ

男 　子どもとメディア信州　理事長

9 吉原
ヨシハラ

　寛
ヒロシ

男 　松本大学　教授/全学教職センター長

10 西森
ニシモリ

　尚己
ナ オ ミ

女 　はぐルッポ　代表

11 相馬
ソウマ

　蕗子
フキコ

女 　大野川小中学校ＣＳコーディネーター

12 中田
ナカタ

　安子
ヤスコ

女
　長野県生涯学習推進センター　職員
　公民館支援専門員

13 原
ハラ

　明芳
アキヨシ

男
　安曇野市豊科郷土博物館長
　松本市文化財審議委員会

14 高山
タカヤマ

　智
トモ

史
フミ

男 　長野大学社会福祉学部　准教授

第４次松本市教育振興基本計画策定委員会　委員名簿(案)



教育委員会資料 

８．４．２３ 

学校教育課 

 

報告第 ４ 号 

 

松本市立特別支援学校設立準備委員会委員の委嘱について 

 

１ 趣旨 

選出組織の役員交代や人事異動があったため、松本市立特別支援学校設立準備委員会

設置要綱第３条の規定に基づき、後任の者を委員として委嘱することについて報告する

ものです。 

 

２ 委員名簿（案） 

別紙のとおり 

 

３ 任期 

令和８年５月１３日（第５回市立特別支援学校設立準備委員会）から学校が設立され

る日までの間。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期

間 

 

４ その他 

  令和７年度に学校設置場所の選定前から委嘱していた、松本市校長会特別支援教育研

究会選出委員については、併置校の学校長を委員として委嘱することで松本市校長会か

らの選出を兼ねることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 特別支援学校設置準備室 

室長 内山 真由美 

電話 ３３－９８４６ 



 

 

松本市立特別支援学校設立準備委員会委員名簿（案） 

 

区分 氏 名 所属・役職等 

有識者 庄司 和史 信州大学 特任教授 

医療関係者 本田 秀夫 信州大学医学部 教授 

教育関係者 

樋口 一宗 松本大学教育学部 教授 

中原 直樹 寿台養護学校長 

永田 寛尚 松本養護学校長 

田原 和幸 
松本市校長会 

源池小学校長 

武井 利博 
松本市校長会 

清水中学校長 

○ 藤森 哲 
長野県教育委員会特別支援教育課 

教育幹 

保護者 

○ 小林 真木子 寿台養護学校ＰＴＡ会長 

○ 工藤 孝二 松本養護学校ＰＴＡ会長 

○ 神澤 佑樹 源池小学校保護者代表 

○ 岡田 大 清水中学校保護者代表 

福祉関係者 

宮内 かつら 
長野県発達障がい情報・発達支援センター 

副センター長 

山﨑 ひとみ 
松本市インクルーシブセンター 

センター長 

横内 宏行 
松本市こども若者部こども発達支援課 

教育相談員 

○印：新たに委嘱する方 

別 紙 



報告第 ５ 号 

 

令和８年度の学級編制等について 

１ 趣旨 

市立小中学校における令和８年度の学級編制の内容等について報告するものです。 

 

２ 学級編制について 

(1)市立小中学校の設置状況 

小学校：２８校（うち、分校１校（あさひ）、分室１室（松原）） 

中学校：１９校（うち、分校３校（桐、あさひ、松原）） 

(2)児童生徒数および学級数（詳細は別紙１参照） 

区分 令和８年度 令和７年度 増 減 

小学校 
児童数 １０，６０３ １０，９３４ △３３１ 

学級数 ５０４ ５１２ △８ 

中学校 
生徒数 ５，５４６ ５，５１２ △３４ 

学級数 ２４７ ２５０ ３ 

(3)国基準と県基準に基づく学級数の比較 

ア 国基準 

「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律」第３ 

条第２項により、学級編制の標準は次のとおりとされています。 

小学校：１学級あたり３５人以内 

中学校：１学級あたり１学年３５人以内、２.３学年４０人以内 

都道府県はこれを上回る（少人数学級の）独自基準を設けることができます。 

イ 県基準 

県では、以下のように国の標準を上回る独自の学級編制基準を定めています。 

平成１８年度から：小学校全学年で１学級３５人以内 

平成２５年度から：中学校全学年で１学級３５人以内 

令和  ８年度から：小学校１学年で１学級３０人以内（２５人規模にこにこ学

級加配） 

※平均児童数が３０人を超える複数学級の学校（６１名以上）

が対象、単級の３１人～３５人の学校は対象外。 

ウ 比較 

令和８年度において、国基準で学級編制を行った場合と比べると、小学校で５ 

学級分、中学校では６学級分多くなっています。 

小学校２年から中学校１年については、国・県ともに３５人学級のため差異は

ありません。 

教育委員会資料 

８．４．２３ 

学校教育課 

担当 

学校教育課 課長 内山 真由美 

学校支援室 室長 山名 博夫 

電話 ３３－４３９７ 



 

 

報告第 ６ 号 

 

蔵書点検に伴う特別整理期間の設定について 

 

１ 趣旨 

  毎年度全図書館において実施している資料特別整理(蔵書点検)を行うため、松本市図

書館条例第４条の規定に基づき、特別整理期間(休館日)を設定することについて報告す

るものです。 

 

２ 令和８年度特別整理期間 

  別紙のとおり 

IC タグ導入により、令和７年度比で中央は３日、南部、島内、空港、梓川の各館は１

日休館日を削減。中山文庫は作業量が同等となる令和６年度比で１日削減 

 

３ 周知方法 

 ⑴ 松本市ホームページ、松本市図書館ホームページ、松本市図書館 Facebook、X（旧

Twitter）、LINE 公式アカウント及び広報まつもと５月号に掲載 

 ⑵ 各図書館に掲示 

 
４ その他 

  実施にあたっては、利用者への影響を最小限にとどめるよう、図書館全体で職員と読

取り機器等の必要物資の応援態勢を組み、短期間で終了するように設定しています。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

教育委員会資料 
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中央図書館 

担当 中央図書館 

館長 藤森 千穂 

電話 ３２－００９９ 



別紙 

 

令和８年度 蔵書点検の日程 

  

 

 上記期間は松本市図書館条例第４条に規定する休館日(第 4 金曜日及び南部

図書館は火曜日、南部図書館を除く各館は月曜日)を含め、各図書館を休館す

るものです。 

館 日程 日数 

中央図書館 ５月１８日（月）～５月２７日（水） １０ 

鎌田図書館 

梓川図書館 

６月１日（月）～６月３日（水） ３ 

空港図書館 ６月８日（月）～６月１０日（水） ３ 

波田図書館 ６月１５日（月）～６月１９日（金） ５ 

南部図書館 ６月２２日（月）～６月２５日（木） 

※翌日の２６日も休館 

４ 

あがたの森図書館 

寿台図書館 

６月２９日（月）～７月１日（水） ３ 

本郷図書館 

島内図書館 

７月６日（月）～７月８日（水） ３ 

中山文庫 ７月１３日（月）～７月１７日（金） ５ 


